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はじめに 

建設工事等に伴い発生する建設発生土については、発生現場内での利用や工

事間利用等により有効利用されているほか、農地の嵩上げや山間部の谷地での

いわゆる残土処分場における埋立て等に利用され、また、ストックヤードにお

いて一時的にたい積される場合もある。 

大阪府においては、これらの土砂の埋立て等の行為に対して、安全を確保す

るための府域統一的な規制制度がなく、土砂が無秩序に積上げられる事案も見

られる状況である。 

また、開発行為に制限を課す森林法や砂防法等の既存法の適用区域であって

も、それぞれの法は土砂の埋立て等の行為の安全確保を主目的としていないこ

とから、効果的な規制指導が困難な場合がある。 

本年２月には、民間の残土処分場において土砂の崩落事故が発生したところ

である。ひとたびこのような事故が発生すれば、その影響は各方面にわたり非

常に大きいことから、再発防止策が求められている。 

さらに、このような埋立て等の行為地の周辺住民からは、土砂の発生場所や

性状が判らず、土壌の汚染や、水質汚濁など生活環境への影響を不安視する声

もあがっている。 

 こうした状況を踏まえ、大阪府知事から大阪府環境審議会に対して、「大阪府

における今後の土砂の埋立て等の行為に係る規制のあり方について」諮問され

たことを受け、専門的な検討を進めるため、土砂の埋立て等の行為に係る規制

のあり方検討部会を設置した。 

この報告書は、４回にわたる審議結果を踏まえて取りまとめたものである。 
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１ 土砂の埋立て等の行為に係る現状等 

（１）建設発生土の搬出及び有効利用等の状況 

平成 24 年度建設副産物実態調査結果（国土交通省）によると、全国の建設

発生土発生量のうち、約半分の量がその現場内で利用されているものの、残

りの約半分は場外に搬出されている。この場外搬出量のうち 31％が工事間利

用され、64％が内陸受入地に搬出されている。 

有効利用の観点から見ると、建設発生土発生量（28,704 万 ）のうち 1／3

程度は、内陸受入地に搬出されており、建設工事における現場内利用や工事

間利用ができていない状況がある。 

また、大阪府域では、場外搬出量のうち 17％が工事間利用、67％が内陸受

入地に搬出され、また、土質改良プラントへの搬出が16％と全国の割合（５％）

に比べ多くなっている。（参考資料１参照） 

（注）内陸受入地：民間の建設発生土受入地（土捨場・残土処分場）、農地の嵩上げ、
廃棄物最終処分場など

土質改良プラント：建設発生土に石灰、セメント等を混合し、粒度調整等を行うことに
より建設工事で再使用できるよう改良する定置式の施設

出展：平成 24 年度建設副産物実態調査結果（国土交通省）

建設発生土の搬出及び有効利用等の状況【全国】 
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（２）大阪府域における埋立て等の現状 

 ア 府域における土砂の埋立て等の行為に係る状況調査結果 

平成 26 年７月に府が実施した調査によると、行為地の面積が 500 ㎡を超え

る菜園・果樹園等農用地の造成、グラウンド等の造成、資材置場の造成等を

目的とした埋立て等の行為は、計 56 件であった。 

このうち、行為地の面積が 3,000 ㎡以上のものは 47 件、盛土の高さが 10m

を超えるものは 27 件であった。 

【調査対象】 

・行為面積が 500 ㎡以上の土砂の埋立て等の行為 

・土砂の埋立て等の行為とは、土砂及びもっぱら土地造成の目的となる土砂に準ずるものに

よる土地の埋立てや盛土、その他たい積等の行為 

・平成 26年 7月時点で、市町村及び府（森林法、砂防法、宅造法、都計法の許可案件）が

把握しているものを調査（43 市町村中 18市町で行為を把握） 

イ 豊能町木代での土砂崩落事故 

本年２月、豊能町において、民間の建設発生土受入地から土砂が崩落し、

府道や農地に土砂がたい積するという事故が発生した。長期間にわたる、府

道の通行止め（平成 26 年 8 月 1 日開通）や、周辺の農地の使用ができないこ

となど、その影響は各方面にわたり非常に大きいものとなった。 

（３）土砂の埋立て等の行為に係る既存法による規制の現状 

土砂の埋立て等の行為の安全確保を主目的とする法令はなく、また、府に

おいても条例等の制度はない状況である。

森林法等の開発行為等に制限を課す法令では、その適用区域において、災

害の防止等の観点から一定の規制がなされており、規制の内容は各々の法の

〈府域における土砂の埋立て等の行為の把握件数〉 
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目的に応じて異なっている。

土砂の埋立て等の行為は法の規制区域、それ以外、また、両方にまたがる

区域で実施されるため、個別法では効果的な規制が困難なケースがある。

〈既存法による規制の例〉 

法 規制内容 規制目的
規制区域の面積（府域
面積に占める割合）

森林法 
森林区域における開発
行為に対する許可（1ha
以下は届出制） 

森林の有する災害・水害の防止、
水源のかん養等の機能に支障を
及ぼさないよう行為を規制 

54,850ha（29％） 

砂防法 
砂防指定地における開
発行為に対する許可 

治水上砂防のため支障を及ぼさ
ないよう行為を規制 

32,200ha（17％） 

宅造法 
宅造工事規制区域内に
おける宅造工事に対す
る許可 

宅地造成に関する工事による災
害を防止するため行為を規制 75,000ha（39％) 
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２ 土砂の埋立て等の行為を規制する条例の制定状況 

（１）都道府県における条例制定状況 

全国の 17 府県が、住民の安全確保や生活環境保全等の観点から、一定規模

以上の土砂の埋立て等の行為者に対して、あらかじめ許可を受けることを義

務づける条例を制定している。 

 （規模要件） 

埋立て等の行為地の面積規模で許可の要否を判断している。 

許可を要する行為地の面積 府県数

5,000 ㎡以上 1 県 

3,000 ㎡以上 13 府県 

2,000 ㎡以上 2 県 

1,000 ㎡以上 1 県 

（規制内容）

許可に当っては、埋立て等による土砂の崩壊、流出等による災害発生の防

止を図るため、法面勾配、擁壁の構造、法面における小段の設置等、埋立て

等の施工の際に遵守すべき技術上の基準（構造基準）を設けている。 

また、埋立て等を実施する行為者に対して、搬入する土砂の発生場所や性

状の確認、定期的な施工状況の報告、搬入された土砂による汚染が無いかど

うかの調査等を義務づけている府県も多い。 

さらに、事業概要の周辺住民への周知（５府県）、埋立て等の行為地の土地

所有者による施工状況の把握（４県）、建設工事等を実施する事業者による土

砂の搬出の届出（３県）といった規定を設けている府県もある。 

（２）府内市町村における条例制定状況 

府内の５市町が、17 府県の条例と同様、一定規模以上の土砂の埋立て等の

行為者に対して、あらかじめ許可を受けることを義務づける条例を制定して

いる。 

（規模要件） 

行為地の面積、盛土等の高さ、埋め立てる土砂の総量で許可の要否を判断

している。 

許可を要する行為地の面積 市町数

面積 500 ㎡以上又は高さ 1m 以上 3 市町 

土量 500  以上で、

面積 500 ㎡以上又は高さ 1m 以上 
2 市 

（規制内容）

５市町の条例では、災害発生の防止を図るため、法面勾配、擁壁の構造等、

埋立て等の施工の際に遵守すべき技術上の基準（構造基準）を設けている。 
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また、５市町の中には、埋立て等を実施する行為者に対して、搬入する土

砂の発生場所や性状の確認、定期的な施工状況の報告、搬入された土砂によ

る汚染が無いかどうかの調査等の義務づけに加え、事業概要の周辺住民への

周知や土地所有者による施工状況の把握について規定する市もある。 

上記の５市町のほか、１市では土砂の盛土等の高さを５ｍに規制する条例

を制定しており、高さ２ｍ以上のものに届出を義務づけている。 
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３ 検討に当たっての基本的な考え方 

（１）背景・課題 

 建設工事等の事業活動に伴い発生する土砂の不適正な埋立て等を防止する

ためには、埋立て等の行為を規制するだけではなく、まずは、土砂の発生抑

制、工事現場内及び工事間での有効利用の促進が重要であり、工事の発注者

や元請事業者等の取組みも欠かせない。土砂の発生、再使用、いわゆる残土

処分場等における埋立てなど、土砂のフローのそれぞれの段階で関係する主

体が適切な取組みを行い、それらの取組みが相まって全体として適正な取扱

いが促進されるべきである。 

建設発生土の発生側について見ると、その多くが公共事業から発生してお

り、国土交通省では建設発生土を含む建設副産物のリサイクル等を推進する

ため「建設リサイクル推進計画（当初策定平成９年）」や「建設発生土の有効

利用に関する行動計画（平成 15 年）」等を策定し、これらを踏まえて発注者

や元請業者等において、建設発生土の発生の抑制やその現場内利用の促進等

により搬出の抑制に優先的に取り組まれている。 

また、現場内で有効利用ができず、場外へ搬出する必要がある土砂につい

ては、それらを必要とする他の工事現場との情報交換システム等を活用した

連絡調整等により、工事間での利用が進められている。 

今般、国においては、新たな建設リサイクル推進計画が策定（平成 26 年９

月１日）されたところであり、この中で、建設発生土の発生抑制等の従来の

取組みに加え、新たに取り組むべき重点施策として、建設発生土の官民一体

となった相互有効利用のマッチングシステムの構築など有効利用・適正処理

の促進強化に係る取組みが示されている。 

こうした方向性に沿って、今後、国をはじめとする公共工事の全ての発注

者が先導し、さらに民間も含めた建設発生土の発生抑制、現場外への搬出抑

制、建設工事間での有効利用等が進められることを期待する。特に、工事間

の有効利用を促進するマッチングシステムの構築については、官民が連携し

て、こうした仕組みを具体化し、活用を図っていくべきであり、その際、大

阪府にも先導的な役割が求められる。 

一方、建設発生土発生量のうち 1／3程度の量の土砂について、建設工事に

おける現場内利用や工事間利用ができていないという実態があり、これらは

残土処分場や廃棄物の最終処分場等の受入地に搬入されている。 

残土処分場等に搬入される土砂について、その埋立てや盛土等の行為の安

全確保を主目的とする法令はなく、大阪府においては、土砂の埋立てや盛土

等の行為を規制する府域統一的な制度がない状況である。 

開発行為等に制限を課す法令では、その適用区域において、災害の防止等

の観点から一定の規制がなされているが、各々の規制内容は法の目的に応じ
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て異なっており、法令の適用される規制区域は限定的であることなどから個

別法では効果的な規制指導が困難なケースがある。 

こうした規制等の状況の中、大阪府域では、中山間部において砂利等の採

取地の埋め戻しや農地（果樹園）などの造成といった名目で、災害防止のた

めの措置や搬入土砂の管理が不十分なまま土砂が大量に搬入される事案が見

られ、本年２月には大規模な土砂の崩落事故も発生した。 

また、このような残土処分場の周囲住民等から、無秩序な埋立て等による

土砂崩落等の災害発生や、搬入される土砂の発生場所や性状が判らず、有害

物質の混入等による土壌の汚染や、水質汚濁など生活環境への影響を不安視

する声もあがっている。 

  以上の現状・課題等を踏まえれば、建設発生土の発生側の対策については、

上述のように、今般、国において新たな計画が策定されたことなどから、国

等で進める官民一体となった取組みに期待することとし、当検討部会では、

府民の安全･安心の確保を最優先に、埋立て等の行為の現場において当該行為

を適正に実施させるための規制制度のあり方を対象として審議・検討した。 

（２）規制制度の基本的な考え方 

埋立て等の行為に係る既存法等による規制の状況や、土砂の崩落事故の発

生、残土処分場の周辺住民等が生活環境への影響に不安があることなどを踏

まえ、土砂の埋立て等による災害を防止し、周辺住民の生活環境の保全を図

るため、各主体の役割・責務や、埋立て等を実施する行為者の義務、埋立て

等の施工に関する技術上の基準等を定めた実効性のある規制制度が必要であ

る。 

以上のことから、大阪府においては、「災害の発生防止」及び「生活環境の

保全」に資することを目的とした土砂の埋立て等の規制に関する条例を制定

することが適当である。この考え方のもと、規制内容等に係る検討において

は、埋立て等の施工に係る安全の確保や、汚染された土砂が埋立て等に使用

されることを未然に防止するための措置等について、特に意を用いた。 

条例制定とあわせ、国に対して、建設発生土の有効利用、不適正な取扱い

の防止等の観点から、発生土の詳細な流れを把握し、それを「見える化」す

るとともに、法制度の整備を含め、より広域的に有効利用等を促進する実効

性の高い方策を実施するよう求めていくべきである。 

また、府域において、大阪府は土砂を排出する建設工事の発注者として、

その果たす役割は大きいことから、建設発生土の発生抑制、有効利用の促進、

不適正な取扱いの防止等について工事の設計等で配慮するなど積極的な取組

みが求められる。 
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４ 規制内容等に係る検討結果

（１）条例において対象とする行為の定義 

条例において対象とする行為は、災害発生等のおそれがあるものを幅広く

とらえることとし、埋立て、盛土及びたい積とすることが適当である。

・埋立て…周辺地盤面より低い窪地を埋め立てること

・盛土 … 周辺地盤面より高くなるように土砂を盛り、かつ将来にわたって

その形状が変更しないもの

・たい積…周辺地盤面より高くなるように一時的に土砂を盛り、将来その形

状の変更が予定されているもの

（２）各主体に求められる主な役割･責務 

①埋立て等を行う者の責務 

埋立て等を行う者は、埋立て等を行う土地の周辺の住民の理解を得るよ

う努めるとともに、周辺の地域の災害の防止及び生活環境の保全のために

必要な措置を講じるべきである。 

②土砂を発生させる者の責務 

土砂を発生させる者は、工事の発注者と連携して、その発生を抑制し、

また工事現場内での利用に努めるとともに、土砂を搬出し埋立て等が行わ

れる場合には、適正な埋立て等が行われるよう埋立て等を行う者に協力す

るべきである。 

③土地所有者の責務 

土地の所有者等は、自らが所有、管理等する土地において災害の発生や

生活環境保全上の支障が生じるおそれがある不適正な埋立て等が行われる

ことのないよう努めるべきである。 

また、不適正な埋立て等が行われていることを知ったときは、府への通

報など必要な措置を講じるべきである。 

④府の責務 

府は、府民及び市町村と連携して、不適正な埋立て等が行われないよう

必要な施策を推進するべきである。 

また、市町村が実施する土地の埋立て等に関する施策について、市町村

に対し、必要な技術的助言及び協力を行うべきである。 

なお、建設発生土全体の適正処理の促進のためには、上述の埋立て等を行

う者や土砂を発生させる者をはじめとする各主体における取組みに加え、建

設工事の発注者における取組みが欠かせない。 

このため、先に述べた大阪府における取組みはもとより、官民を問わず、

建設工事の発注者が、土砂の発生抑制、工事現場内での有効利用を図るよう

設計等で配慮するとともに、工事の元請事業者に対し、場外へ搬出する土砂

の適正な処理について指示し、また、処理に要する適正な費用を負担するな
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ど必要な取組みが求められる。 

（３）規制対象地域 

埋立て等の行為は、中山間地の地形を利用して実施されるケースが多いも

のと考えられるが、市街地においても、土砂のストックヤード等でたい積行

為が実施される可能性がある。 

また、開発行為等に制限を課す森林法や砂防法等の既存法の規制区域等と

の関係を見た場合、これらの法令は土砂の埋立て等の行為の規制を主目的と

するものではないため、この条例の目的を達成するためには既存法に基づく

規制区域での行為であっても規制する必要がある。 

こうしたことから、地形や土地利用、既存法に基づく規制区域等にかかわ

らず府域全域を規制対象とすることが適当である。

（４）埋立て等の行為の許可 

一定規模以上の埋立て等の行為については、埋立て等に使用される土砂の

量が多く、災害の発生による被害や、土壌汚染等による影響が大きいと考え

られるため、許可制として、行為の計画段階から完了までの一連の事業活動

について規制することが適当である。 

なお、不適正な埋立て等が行われることがないと考えられる国や地方公共

団体が実施する行為や、他法令の許可等を受けた行為のうち、法令の規制に

よりこの条例の目的を達成していると考えられ、重ねて条例による規制が必

要ないもの、政策的な必要性があり実施する行為などについては、適用除外

することが適当である。

（５）規制対象とする行為の規模 

府民の生活の安全を確保するため、ひとたび土砂の崩落等の災害が発生す

ればその影響が大きくなると考えられる規模の行為について規制対象とする

べきであり、行為の規模を測る客観的な指標としては行為地の面積を基本と

することが適当である。 

他府県条例においても、全ての府県で行為地の面積を要件としており、そ

の規模は、1,000 ㎡～5,000 ㎡で、3,000 ㎡以上としている府県が最も多い状

況である。 

府域における埋立て等の行為に係る状況調査（平成 26 年 7 月時点）の結果

によると、行為地の面積が 500 ㎡を超える菜園・果樹園等農用地の造成、グ

ラウンド等の造成、資材置場の造成等を目的とした埋立て等の行為は 56 件把

握されている。そのうち、開発行為等に規制を課す既存法で安定性の検討が

求められる高さ10ｍ以上の盛土を伴う行為は27件であり、全て、面積が3,000

㎡以上である。 

このため、災害が発生すればその影響が大きくなると考えられる規模の行
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為を規制対象とする基本的な考え方によれば、府においては、3,000 ㎡程度

を規模要件として設定することが適当である。なお、今回の調査で把握され

た埋立て等の行為について、仮に規模要件を 3,000 ㎡以上と設定した場合、

約 84％の行為を規制対象とすることとなる。 

また、規制対象の面積に満たない規模の複数の埋立て等の行為を隣接した

土地において実施するような場合において、実質的に一体と捉えることが合

理的であるものは、複数の行為地の面積を合算した面積により許可の要否を

判断することも検討するべきである。

（６）市町村の条例との役割分担 

府内においては、５つの市町で、一定規模以上の土砂の埋立て等の行為に

ついて、あらかじめ許可を受けることを義務づける条例を制定している。こ

れらの条例では、行為地の面積が 500 ㎡以上の埋立て等の行為について許可

の対象としているが、府条例を制定した場合には、同じ目的を有する条例の

規制を重複して課すことは合理性に欠けることから、500 ㎡から府条例の規

制対象規模までの行為は市町の条例で規制し、それ以上の規模の行為は府条

例で規制するよう役割分担することが適当である。今後、新たに市町村にお

いて条例を制定する場合も同様の考え方をとるべきである。 

一方、市町村では、地域の自然的社会的条件に応じて、必要な規定を置く

ことが想定される。こうした市町村の独自性を妨げることのないよう配慮す

るべきであり、府条例と同等以上の効果を有すると認められる条例を有する

市町村については、府条例の規定を適用除外することを可能とするべきであ

る。 

特に埋立て等の行為が存在する市町村に対しては、府の条例と相まって効

果的に不適正な行為を防止するため、地域の実情に応じた条例制定の検討に

ついて働きかけるべきである。また、その際、府は技術的、専門的な観点か

ら積極的に助言、支援を実施するべきである。

（７）住民の理解 

埋立て等の行為は、行為地周辺の住民等に様々な影響を与えることが考え

られることから、周辺住民の理解を得て事業を進めることが重要である。こ

のため、埋立て等の行為者に、事前に事業の内容について、説明会の開催な

どにより周辺の住民に周知させることが適当である。 

周知する事業の内容は以下のようなものが考えられる。 

〔周知する事業内容の一例〕 

・行為区域の位置、面積 

・土砂搬入量、搬入期間、搬入方法 

・災害発生防止対策の内容 

・生活環境保全対策の内容（土壌汚染、粉じん、騒音、振動等） など 
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なお、行為地の概要や、搬入計画等に加え、災害発生防止対策や周辺地域

の生活環境保全対策については、許可の申請時にその計画を提出させること

などにより、行為者において適切な配慮がなされるようにすることが適当で

ある。 

また、許可の申請時だけでなく、埋立て等の行為の実施中においても、周

辺の住民等の理解を得て、事業を進めることが重要である。このため行為者

自らが積極的に事業に関する情報の開示に努めるとともに、許可申請の関係

書類や事業の進捗を示す書類、その他府への報告書類等について事務所等に

備え付け閲覧できるようにすることが適当である。

（８）行為者の要件 

条例の規定に従った適正な埋立て等の行為の遂行を期待し得ない者を排除

するため、許可の申請者に係る欠格要件を設けることが適当である。

また、不適正な埋立て等が行われた事案をみると、資力のないいわゆるペ

ーパーカンパニーが、十分な防災対策のための準備工等を実施せず、短期間

に、安全に埋立て等を完了させるための土砂の量を大きく超えて土砂を受入

れ、そのまま行為地を放棄するといった例もある。このため、土砂の不適正

な埋立て等の行為を防止するためには、技術的な観点だけでなく、行為者の

事業を計画どおりに遂行するに足る資力等があるかどうかについても事前に

確認することが適当である。

（９）安全性の確保 

条例の目的である埋立て等の行為に伴う土砂の崩壊や流出等の災害の発生

を防止するため、行為者において安全性を最優先した施工が行われるべきで

ある。その実行性を確保するため、埋立て等の施工に関する技術上の基準を

定めることが適当である。

例えば、法面勾配、擁壁の構造、法面における小段の設置、雨水等の排水

施設の設置等の基本的な事項に加え、法面の保護措置、使用する土砂の性状

等に応じた施工方法、傾斜地等行為地の地形、地質に応じた施工方法等につ

いて基準を設け災害発生の防止に万全を期すべきである。

たい積については、ストックヤード等において一時的に土砂を積み上げる

行為であり、形状の変更が予定されるものであることから、隣接地との間に

保安地帯を設けるなど、別途、その特性に応じた基準を設けることが適当で

ある。

また、府においては、技術上の基準に従い確実に施工を行わせるため、技

術指針や審査基準等を整備しておくことも必要である。あわせて府は、技術

上の基準等への適合状況の確認などのため、適宜、行為地等への立入検査を

実施し、必要な場合は、早い段階から行為者等に是正指導を行い、不適正な

埋立て等の行為の防止を図る必要がある。
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なお、埋立て等の行為が、他の法令等に基づく許可等を要するものであっ

て、これらの法令等により災害の発生を防止するために必要な措置が講じら

れ、この条例の目的の一つである災害発生の防止を達成できる場合は、条例

の規定との重複を避けるため、条例で定める技術上の基準は適用除外し、当

該法令等の基準を適用することが適当である。どのような法令に基づく行為

の場合に、条例の基準を適用除外するかについては、個々の法令の基準と条

例で定めようとする基準との比較考量により適切に判断するべきである。

（10）搬入土砂の搬出元及び汚染の把握

埋立て等の安全性の確保に加え、行為者において、汚染された土砂が埋立

て等に使用されることを未然に防止するための措置が講じられるべきである。

このため埋立て等の行為者に土砂の発生場所やその性状を確認させ、汚染

のおそれがないと判断される土砂を搬入させるようにすることが必要である。

発生場所等の情報については、発生場所を証する書類や、汚染のおそれが

ないことを証する書類等により把握し、府にこれらを報告させることが適当

である。なお、汚染の状況の確認には、土壌汚染対策法及び大阪府生活環境

の保全等に関する条例に基づく報告等の情報など、既存の情報があれば、埋

立て等の行為者において、これを活用することも考えられる。

発生場所等を把握することで、建設工事等において土砂を発生させる事業

者にも、土砂の適正な処理の促進に係る意識を高めさせることが期待できる。

（11）行為中の定期的な報告 

①土砂の搬入量等の報告 

埋立て等の施工に関する技術上の基準等に従い、許可内容から逸脱する

ことなく安全性を確保した施工を行うためには、行為者自らによる日々の

適正な施工管理が重要である。このため、埋立て等の行為者において、毎

日、土砂の搬入量、発生場所、搬入車両に関する情報等を記載する管理台

帳を整備しておくことが適当である。

府は、埋立て等の行為の進捗状況や土砂の受入残量を把握し、計画どお

り土砂の搬入が行われていることを確認するため、管理台帳の記載に基づ

き、定期的に土砂の搬入量等を報告させることが適当である。

②水質調査結果等の報告 

土砂の発生場所において汚染のおそれがない土砂かどうかの確認を実施

することに加え、埋立て等の実施中や完了時等に周辺住民の健康に被害が生

じるおそれがないか定期的に調査し、その結果を報告させることが適当であ

る。

具体的には、埋立て等の実施中は一定期間ごとに、また、完了後は適切な

時期に、地形、周辺地域の水利用状況等を勘案して、浸出水等について有害

物質の水質調査を実施することが適当である。
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（12）土地所有者の義務 

埋立て等の許可を受けた行為者が、許可内容を逸脱して区域を拡大させた

り盛土を高くしたりすることを防止するためには、自らの土地で土砂の埋立

て等の行為を行うことについて同意した土地所有者にも、当該土地の管理を

埋立て等の行為者任せにすることなく、許可内容を遵守した適正な施工が行

われるよう相応の役割を担ってもらうことが効果的である。

このため、同意をした土地所有者に、施工状況の定期的な確認や、不適正

な行為があった場合の報告を求めることを検討するべきである。

許可内容を逸脱した埋立て等の行為により崩壊等の災害発生の危険がある

場合、行為者が一次的な責任を負うべきものであるが、許可内容を逸脱した

埋立て等の行為が行われているにもかかわらず、施工状況の確認を怠ったり、

知事への報告を怠った場合は、是正・指導のきっかけを遅らせ、不適正な埋

立て等の行為を助長させたことにつながるため、義務の履行を怠った土地の

所有者に対しては命令等の対象とすることもあわせて検討するべきである。

（13）規制遵守のための担保措置 

条例の規定を遵守させるため、無許可の埋立て等の行為、許可内容を逸脱

し災害の発生や生活環境の保全上支障が生じるおそれがある場合、その他義

務の不履行、報告の未提出等の違反に対しては、命令、許可の取消し、さら

には命令に従わない場合等の罰則など一定の担保措置を規定することが適当

である。

また、建設工事の発注者や元請事業者等の工事関係者に情報を提供して命

令等の対象となった行為地への土砂の搬入等を防止し、命令等の制度の実効

性を確保するため、命令等に従わない時などには、その内容、命令等を受け

た者の氏名等について公表することが適当である。

（14）災害発生のおそれが高い行為地に対する措置 

土砂の崩壊や流出を防止するための施設の設置がないまま、安全性を無視

した不適正な埋立て等の行為が実施された場合などには、行為者に対して、

行為停止等の指導や命令等を行う必要がある。しかし、これらの者が指導、

命令等に従わず土砂搬入が継続されたときには、土砂の崩壊や流出等による

災害発生のおそれが増大し、住民の生命や身体、財産に危害が及ぶおそれが

生じることが考えられる。

このような場合には、当該土地に対して土砂の搬入を早急に停止させるた

めの方策が講じられるべきである。こうしたことを具体化する制度について

も検討するべきである。

（15）条例の施行前から継続する埋立て等の行為に対する措置 

この条例の目的を達成するため、条例の施行の際に、行為が継続している
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埋立て等の行為についても、条例の対象とすることが適当である。

ただし、条例の施行の際に、許可が必要となる規模要件を超える埋立て等

の行為が行われている場合は、施行日と同時に違反状態となるため、適切な

期間を設定のうえ、その期間に限って許可不要とする経過措置を設けるべき

である。

条例の施行後においても、埋立て等を継続するためには、許可の基準を満

足し、経過措置の期間内に許可申請を行うことが必要であり、大阪府におい

ても、許可基準に適合しない行為に対する指導等を適切に実施することが求

められる。

なお、経過措置の具体的な検討に当っては、条例の施行の際に、現に法令

等の許可等を受けている行為について、新制度へ円滑に移行するため、既存

の権利への配慮など適切に対応するべきである。
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大阪府環境審議会 

土砂の埋立て等の行為に係る規制のあり方検討部会委員名簿 
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田中 龍一 豊能町長 環境審議会委員

鶴田 尊好 一般社団法人大阪建設業協会(環境委員会幹事) 専門委員 

常田 賢一 大阪大学大学院工学研究科教授 専門委員

藤原 龍男 貝塚市長 環境審議会委員

山田 優 
大阪市立大学名誉教授 

都市リサイクル工学研究所 

環境審議会委員

部会長 
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審 議 経 過 

平成 26 年６月 19 日 第 49 回大阪府環境審議会 

・土砂の埋立て等の行為に係る規制のあり方について（諮問） 

・土砂の埋立て等の行為に係る規制のあり方検討部会を設置

平成 26 年７月 24 日 第１回土砂の埋立て等の行為に係る規制のあり方検討部会 

・部会長代理の指名について 

・土砂の埋立て等の行為に係る現状等について 

・主な論点について 

・その他（今後のスケジュールについて）

平成 26 年８月 11 日 第２回土砂の埋立て等の行為に係る規制のあり方検討部会 

・主な論点に対する考え方について 

平成 26 年８月 21 日 第３回土砂の埋立て等の行為に係る規制のあり方検討部会 

・主な論点に対する考え方について 

・部会報告の構成案について 

平成 26 年９月１日 第４回土砂の埋立て等の行為に係る規制のあり方検討部会 

・検討部会の報告案について 

・その他（今後のスケジュール等について）

平成 26 年９月 12 日 第 50 回大阪府環境審議会 

・土砂の埋立て等の行為に係る規制のあり方検討部会報告
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出典：平成 24年度建設副産物実態調査結果（国土交通省）

参考資料１ 
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○建設発生土の搬出量及び土砂利用搬入量【全国】 

出典：平成 24年度建設副産物実態調査結果（国土交通省）

建設発生土搬出状況 

土砂利用搬入状況 

大阪府注：図 14 は、前頁の図を指す。 
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（注）平成 20年度建設副産物実態調査結果の表「建設副産物の搬出先
【建設発生土】」の数値を基に作成。
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府域における土砂の埋立て等の行為に係る状況調査の結果 

＜調査概要＞ 

調査の対象：行為面積が 500㎡以上の土砂の埋立て、盛土、たい積行為
■1回目（平成 25年 11月時点で行為中のもの）
・府内市町村で把握しているものを調査。
※多くが土砂条例・要綱を有する市町からの回答。

■2回目（平成 26年 7月時点で行為中のもの）
・府内市町村及び府（森林法、砂防法、宅造法、都計法の許可案件）で把握してい
るものを調査。
※1回目の調査で府内の実態を十分把握できていない可能性があったため、
 既存法令の許可や指導の有無に関わらず幅広に回答を依頼。

＜調査結果の概要＞ 

■1回目の調査結果
・ 合計 29 件（43 市町村中、9 市町で把握）。行為目的は、菜園・果樹園等農
用地の造成、資材置場の造成等。

■2回目の調査結果
・ 回答のあった行為のうち、菜園・果樹園等農用地の造成、資材置場の造成、

グラウンド等の造成等を行為目的としたものは、計 56 件（43 市町村中、
18市町で把握）。

・ 盛土高さが 10mを超えるものは、全て 3,000㎡以上に存在（27件）。
・ 3,000㎡以上の件数は、47件（全件数の約 84％）。

（参考）
・宅造法では盛土高さ 10m を超える場合、砂防法では 15m 以上の場合は安定
性の検討が求められている。

参考資料２ 
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埋立て等の安全性を確保するための構造基準 

■土砂条例における構造基準（他府県の例） 

＜盛土高さと法面勾配の基準＞ 

○ 安定計算を行った場合は、安全が確保される高さ、勾配。

○ その他の場合は、一定高さ区分ごとに定める勾配。

（高さ 5ｍ以下は 1：1.5 高さ 5ｍ～10ｍ以下は 1：1.8 など）

○ さらに、土質を考慮するものもあり。

【例】

※ 建設業に属する事業を 

行う者の再生資源の利用 

に関する判断の基準とな 

るべき事項を定める省令  

別表第一（右表） 

＜その他の技術基準＞ 

【すべり、ゆるみ、沈下、崩壊の防止措置】

・ 滑りやすい土質の層があるときは、滑りが生じないよう、くい打ち、

土の置換えその他の措置が講じられていること。

・ 著しく傾斜をしている土地において施工する場合は、すべり面とな

らないよう、地盤の斜面に段切り等の措置を講じること。

・ 完了後の地盤にゆるみ、沈下、崩壊が生じないよう、締め固めその

他の必要な措置を講じること。

【排水施設の設置】

・ 埋立て等区域内の雨水その他の地表水を有効かつ適切に排出する

ことができるよう、排水施設を設置すること。

【法面の保護】

・ 法面は、石張り、芝張り、モルタルの吹付け等によって風化その他

の侵食に対して保護する措置を講じること。

【小段の設置】

・ 埋立て等の高さが５メートル以上である場合においては、高さ５メ

ートルごとに幅１メートル以上の小段を設けること。

【擁壁の設置】

・ 擁壁を設置する場合の構造は、宅地造成等規制法の規定に適合する

こと。（例：鉄筋コンクリート造、無筋コンクリート造、間知石練

積み造、その他の練石積み造とすること。各擁壁の種類ごとに求め

られる構造によること。水抜穴の設置。 等）

土砂等の区分 埋立て等の高さ 法面の勾配

砂、礫、砂質土、

礫質土、通常の

施工性が確保さ

れる粘性土及び

これらに準ずる

もの

第一種建設発

生土、第二種

建設発生土及

び第三種建設

発生土（※）

安定計算を行っ

た場合

安全が確保され

る高さ

安全が確保される勾

配

その他 10メートル以下 高さ 5～10ｍ
1：1.8 
高さが５ｍ以下

1：1.5以上
その他 5メートル以下 1：1.5以上

その他 安定計算を行い、安全が確保される

高さ

安定計算を行い、安全

が確保される勾配

参考資料３ 
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■開発行為等に制限を課す主な既存法令の構造基準 

主な構造基準

盛土高さ、勾配に係るもの

森林法【第 10条の 2】

・林地開発許可

■勾配 35度以下（盛土高が 1.5ｍを
超える場合）

■勾配が当該基準によることが困

難である場合は、擁壁等の設置

宅地造成等規制法【第 8条第 1項】

・宅地造成工事許可

■勾配 30 度以下（盛土高が１ｍを
超える場合）

■勾配がこれを超える場合は、擁壁

の設置

■盛土高 10ｍを超える場合、地盤面が
20度以上の角度かつ盛土高 5ｍ以上
の場合、面積 3,000 ㎡以上かつ地下
水位が盛土前の地盤面の高さを超え

る場合は、円弧すべりの検討

砂防法【第 4条】
（砂防指定地管理条例）

・砂防指定地内行為許可

■勾配 30度以下
■盛土高 10ｍ以上の場合は、原則、
盛土高の 1/3以上の擁壁の設置

■盛土高 15ｍ以上の場合は、円弧すべ
りの検討

■土砂条例における既存法令の構造基準の取扱い 
○ 他府県の土砂条例では、開発行為に制限を課す法令で許可等を取得したものについては、土砂条例の許可を

造基準について当該法令の基準に委ねている場合あり。

＜森林法、宅造法、砂防法の取扱い例＞

① 森林法・宅造法・砂防法の許可を取得している場

合は土砂条例の許可不要
１県 （埼玉県）

宅造法・砂防法の許可を取得している場合は土砂

条例の許可不要
４県 （神奈川県、山梨県、広島県、福岡県）

② 森林法・宅造法・砂防法の許可を取得している場

合は構造基準を当該法令に委ねる

１１府県（茨城県、千葉県、栃木県、岐阜県、京都府、和歌山県、兵庫県、

大分県、高知県、徳島県、愛媛県）

③ ①や②の規定なし（土砂条例の構造基準を適用） １県  （群馬県）
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土砂の搬出元及び性状の把握の方法等について

１．土砂の搬出元及び性状の把握の方法 

①搬出元の把握

 埋立て行為者は、土砂の発生場所ごとに土砂に関する情報を把握する。

〔土砂に関する情報の例〕

 土砂の発生場所、土砂の発生場所の土地利用の状況、土砂の質（砂、礫、粘性土等）・量、搬入

開始日・期間など

②汚染状況の把握方法

a. 3,000㎡以上の土地から排出された搬入土砂
・土壌汚染対策法の調査結果（土地の利用履歴報告、土壌汚染状況調査等）を活用

b. 3,000㎡未満の土地から排出された搬入土砂【土壌汚染対策法の調査結果がある場合】
・土壌汚染対策法の調査結果（土壌汚染状況調査等）を活用

c. 3,000㎡未満の土地から排出された搬入土砂【土壌汚染対策法の調査結果がない場合】
・下記案により汚染状況を把握

把握方法案 留意点

土壌汚染対策制度に準じて、土地利用状況の調
査の実施（汚染のおそれがある場合は土壌調査
実施）

・汚染のおそれの有無の審査において、統一性・信頼
性の確保が課題であり、審査マニュアルが必要。

２．埋立て行為地における浸出水等の調査について 

調査対象等の案 留意点

対象とする水：浸出水

基準値：排水基準

評価方法：排水基準との比較

・浸出水の集水設備が必要。

（参考） 

○工場・事業場に対する排出水の規制 

規制の対象となる水 基準値 基準超過時の対応

特定施設を設置する工場又は

事業場から公共用水域に排出

される水（「排出水」）

水質汚濁防止法等に

基づく排水基準

・直罰

・排水基準に適合しない排水を排出するおそれがあるとき

は、期限を定めて、特定施設の構造、使用方法、汚水処理

方法等の改善を命令。命令違反は罰則あり。

3,000㎡以上の土地

〔活用できる既存情報 イメージ図〕

ａ．土壌汚染対策法の調査結果を活用
（一定規模以上の土地の形質変更時に行う土地の利用履歴報告、有害物質使用

施設廃止時に行う土壌汚染状況調査等）

ｂ．土壌汚染対策法の調査結果を活用

（有害物質使用施設廃止時に行う

土壌汚染状況調査等）

3,000㎡未満の土地
ｃ．上記の案により対応

参考資料４ 
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建設リサイクル推進計画２０１４の概要（国土交通省資料） 

（平成 26年 9月１日策定・公表） 

参考資料５ 
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